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第３節 避難行動要支援者等への支援 

活 動 の ポ イ ン ト 関 係 機 関 

１ 安否確認・被災状況の把握 ⇒ 町会・自治会、民生委員・児童委員、社会福祉

協議会、地域住民、自主防災組織、ボランティ

ア団体等への協力要請 

 (１) 避難行動要支援者 

 (２) 社会福祉施設・職員・入所者等 

２ 搬送体制の確立 ⇒ 救急自動車等の調達 

３ 負傷者の受入れ医療機関の確保 

４ 福祉ニーズの把握 ⇒ 巡回相談の実施（被災住宅・避難所・応急仮設住宅等） 

５ 補装具・各日常生活用具の調達及び必要人数の把握 

６ 保健師等による巡回健康相談等の実施 

７ 心の健康に関する相談窓口の設置 

福祉総務課 

高齢介護室 

障がい福祉課 

生活福祉課 

保険年金室 

子育て支援室 

健康づくり推進室 

こども未来室 

社会福祉協議会 

第１ 計画の方針 

 被災した避難行動要支援者等に対し、被災状況やニーズの把握に努めるとともに、継続した福祉サービ

スの提供を行う。また、被災者の心身両面での健康維持に必要な措置を講じる。 

第２ 避難行動要支援者等の安否確認・避難誘導及び被災状況の把握 

１ 市は、発災時等においては、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、名簿を効果的に利用

し、「避難行動要支援者支援プラン」に基づき、町会・自治会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会

をはじめ自主防災組織等の協力を得ながら、避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認等が

行われるように努める。 

 また、市は、被災により保護者を失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

２ 市は、所管する社会福祉施設の施設設備、入所者、職員及び福祉関係スタッフ等の被災状況の迅速な

把握に努める。 

第３ 被災した避難行動要支援者等への支援活動 

避難誘導、避難所での生活環境、応急仮設住宅への受入れにあたっては、避難行動要支援者等に十分配

慮する。特に避難所での健康状態の把握、男女のニーズの違いへの配慮、福祉施設職員等の応援体制、応

急仮設住宅への優先的入居等に努める。また、情報の提供についても十分配慮する。 

１ 搬送及び受入れ先の確保 

 施設管理者は、災害により負傷した入所者等を搬送するための手段や受入れ先の確保を図る。市は、

施設管理者の要請に基づき、移送車両を確保するとともに、医療施設等の受入れ先を確保する。 

２ 福祉ニーズの把握 

 市は、被災した避難行動要支援者等に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において福祉サービ

スが組織的・継続的に提供できるよう、民生委員・児童委員、ボランティア等の協力を得て、福祉ニー

ズの迅速な把握に努める。 

３ 在宅福祉サービスの継続的提供 

 市は、被災した避難行動要支援者等に対して、居宅、避難所及び応急仮設住宅等において、補装具や

日常生活用具の交付、ホームヘルパーの派遣等、在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。 

 また、市は、府と連携を図り被災した児童やその家族の心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等に対

応するため、心のケア対策に努める。 
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４ 避難行動要支援者等の施設への緊急入所等 

 市は、府と連携を図り社会福祉施設入所者が安心して生活を送れるよう、必要な支援を行うととも

に、居宅、避難所等では生活できない避難行動要支援者等については、本人の意思を尊重した上で、福

祉避難所（二次的避難所）への避難及び社会福祉施設等への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。 

 社会福祉施設等は、施設の機能を維持しつつ、可能な限り受入れるよう努める。 

５ 広域支援体制の確立 

 避難行動要支援者等に関する被災状況等の情報を集約し、府等に報告するとともに、必要に応じて、

介護職員等の福祉関係職員の派遣や避難行動要支援者等の他の地域の社会福祉施設へ入所等が迅速に行

えるよう関係機関に要請する｡ 

第４ 被災者の健康維持活動 

 市は、府と連携を図り、被災者の健康状態、栄養状態を把握するとともに、助言、加療等、被災者の健

康維持に必要な活動を実施する。 

１ 巡回相談等の実施 

(１) 被災者の健康管理や生活環境の整備を行うため、避難所、社会福祉施設及び応急仮設住宅等にお

いて、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。 

(２) 被災者の栄養状況を把握し、食料の供給機関等との連絡をとり、給食施設や食生活改善ボラン

ティア団体の協力を得て、不足しやすい栄養素を確保するための調理品の提供や調理方法等の指導

を行う。 

(３) 高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

(４) 府の指導を得て、保健・医療等のサービスの提供、食事の栄養改善等を行う。 

２ 心の健康相談等の実施 

災害による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）、生活の激変による依存症等に対応するため、心の

健康に関する相談窓口を設置する。 

 

  


